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第 10 期第３回 令和７年度第３回さいたま市地域自立支援協議会 会議録 

日時：令和８年３月 17 日（火）14:30〜17:00 
オンライン開催 

 
 次  第  
１．開  会 
２．議  題 
（１）日中サービス支援型グループホームについて 
（２）地域生活支援拠点等の登録について 
（３）各専門部会の取組について 
（４）障害者の災害対策について 
（５）令和７年度障害者支援地域協議会からの活動報告について 
（６）その他報告事項 
  ① 障害福祉分野における人材確保について 
  ② 次期障害者総合支援計画策定に向けたアンケート結果について 
  ③ 障害者生活支援センター及び基幹相談支援センターについて 
３．閉  会 
 
 
 配布資料  
①さいたま市地域自立支援協議会 次第・委員名簿 
②【資料１−１】日中サービス支援型ＧＨ法人提出資料 
③【資料１−２】日中サービス支援型ＧＨ法人からの回答・その他資料 
④【資料２】地域生活支援拠点等の登録について 
⑤【資料３−１〜３−４】各専門部会の取組について 
⑥【資料４】障害者の災害対策について 
⑦【資料５−１】各区地域協議会活動報告 
⑧【資料５−２】令和７年度地域協議会活動報告（１０区まとめ） 
⑨【資料６−１】令和 7 年度の人材確保に向けた取組 
⑩【資料６−２】障害福祉アンケート調査報告書（速報版） 
⑪【参考資料】アンケート結果からわかること 
⑫【資料６−３】障害者生活支援センター及び基幹相談支援センターについて 
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 出 席 者  
委  員・・・相浦委員、相澤委員、市川委員、大村委員、小泉委員、酒井委員、 

澁谷委員、髙橋(清)委員、髙橋(純)委員、遅塚会長、三石委員 
（欠席）山川委員 

 
事 務 局・・・（障害福祉課）栗原課長、川邉係長、岩澤係長、伊藤主査、石井主事 
       （障害政策課）大久保課長、青柳課長補佐、荒木課長補佐、久城主査、 

渡辺課長補佐、稲葉主任 
       （防災課）  川松係長 
 
議題５オブザーバー・・・北区障害者生活支援センターみぬま 岸端氏 
 
 開 会  
（事務局：障害福祉課） 
・出席状況（出席 11 名、欠席１名）→会議成立 
・会議の公開について→議題１及び議題２は非公開 
・資料の確認 
・傍聴 13 名 
 

 議題１「日中サービス支援型グループホームについて」  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

本議題につきましては、特定の法人に関する情報
及び法人を特定することができる情報を審議する
ため、さいたま市情報公開条例第 7 条第 3 号及び
第４号に基づき会議録を非公開と致します。 
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 議題２「地域生活支援拠点等の登録について」  

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 議題３「各専門部会の取組について」  

（遅塚会長） 
続いて、議題３「各専門部会の取組について」、事務局から説明をお願いいたします。 

 
（事務局：障害福祉課） 

ここからは、傍聴室に音声を入れますので少々お待ちください。 
 

〜傍聴室 音声 ON〜 
 
（事務局：障害福祉課） 

議題３「各専門部会の取組について」説明いたします。 
なお、詳細についてはお手元の資料３−１から３−４までをそれぞれご確認ください。

ここでは、各専門部会で協議した内容をもとに、来年度に向けての取組等について簡単に
説明いたします。 

それではまず、資料３−１「精神保健福祉部会について」をご覧ください。 
来年度の取組として、精神障害者の家族支援及びアウトリーチ事業の実施経過報告を引

き続き行います。また、入院者訪問支援事業やピアサポーター事業につきましても、実施
状況の報告及び意見交換を行います。 

続いて、資料３−２「障害者虐待防止部会」をご覧ください。 
来年度の取組として、引き続き、さいたま市障害者虐待統計から傾向を分析し、事例検

証を実施いたします。また、障害者虐待対応事例集の充実を図るため、随時内容を精査し
てまいります。そのほか、事業所向けに、虐待防止に関する効果的な研修を実施いたしま
す。 

続いて、資料３−３「相談支援部会」をご覧ください。 

本議題につきましては、特定の法人に関する情報
及び法人を特定することができる情報を審議する
ため、さいたま市情報公開条例第 7 条第 3 号及び
第４号に基づき会議録を非公開と致します。 
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来年度の取組として、引き続き、障害者支援地域協議会の報告における優先課題（地域
生活支援拠点、防災・災害対策、家族依存・8050 問題）の検討を行い、取組を進めてまい
ります。また、指定特定相談支援事業所の開設説明会の開催等により、相談支援及びセル
フプランの課題に対する取組を進めることとしております。 

最後に、資料３−４「子ども部会」をご覧ください。 
来年度の取組として、医療的ケア児等コーディネーター連絡会議の活動報告、医療的ケ

ア児等支援リーフレット配布後の振り返りを実施いたします。また、引き続き、障害児入
所施設に入所する障害児等の移行調整・移行支援の協議の場として活用することとしてお
ります。 

議題３「各専門部会の取組について」の説明は以上です。 
 
（遅塚会長） 
 ありがとうございます。お気づきかと思いますが、お配りした資料が前より少し詳しく
なっております。各部会に議論をお任せしておりますが、本協議会で、各部会でどのよう
な議論が出たかということがあまり把握されていないのではないかというご意見もござい
ました。今までは、何について話し合ったかということや、どのような会を開いたという
報告のみで終わっていたのですが、どのような課題が出て、どういう結論になったかとい
うことも、ある程度この資料の中に入れていただくようにしたので、今までより分量が増
えてしまいましたが、お目通しいただければと思います。 

事務局に確認ですが、各部会の議事録を自立支援協議会の委員が閲覧できるようにして
はどうかという件については、結論が出ていないということでよろしいでしょうか。各部
会の議事録は、非公開になっておりますが、もともと本協議会で全て議論してもいいとこ
ろを各部会にお願いしているという形式を考えると、非公開であっても本協議会の委員は
見て構わないと思います。ですので、この報告だけでは状況がつかめない部分について
は、各委員が議事録を見て、どういう議論がされて、どういう結論になったのかというの
がもう少し分かるようにしていただけるとありがたいなということを提案しておりまし
た。結論が出ていなければ、継続で大丈夫です。 
 
（事務局：障害福祉課） 
 各専門部会の内容につきましては、自立支援協議会に紐付いているものということで、
委員の皆様にご覧いただいて特に問題はないかと思いますので、議事録を共有しても問題
はないという認識でおります。 
 
（遅塚会長） 
 分かりました。今回はこの報告の文章を見ていただきますが、自立支援協議会本体と各
専門部会が、お互いに何をやっているかということは、もっと分かり合えた方がいいの
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で、各専門部会の議事録について、本協議会の委員は基本的に閲覧できるという方向性で
お願いいたします。具体的な方法については、また打合せするということで良いかと思い
ます。 

では、報告がありましたそれぞれの専門部会について、何かご意見やご質問等があれば
お願いいたします。補足や課題等でも構いません。 
 
（大村委員） 
 虐待防止部会で部会長を担当させていただいております。虐待防止部会で、毎年の統計
を検証するほか、各区から挙げていただいた実際の具体的な虐待事例を検証しています。
皆様に検討していただいたり、各区の協議会などで行う研修会で活用していただきたいと
いうところで、虐待対応の事例集を作ったりしています。昨年度から作り始め、それを各
区支援課、各障害者生活支援センターに市からお送りいただくという形で共有を進めてい
ます。ぜひその事例集をご覧いただき、各地域協議会などでご活用いただけると大変あり
がたいと思っております。 

なぜこのようなことをお伝えするかというと、事例集を作ったけれど使わないとなる
と、何のために作っているのかということになるというのが一つあります。また、「この
事例は、自分たちの目の前で起きている事案とはかなり違うから使えない」「もっと様々
な事例が欲しい」というようなことを言われてしまうのですが、障害者虐待はとてもバリ
エーションが豊富です。ですが、ぴったり合う事例があるわけではないということを前提
にすれば、対応の方向性や考え方を共有するのには、良い材料なのかなと思っていますの
で、ぜひ活用いただきたいです。 

ただ、どのようにやったら上手く活用できるかということが、まだ蓄積できてない状態
なので、「こうやったらうまく活用できました」ということをぜひ教えていただけるとあ
りがたいです。相浦委員から補足があれば、お願いいたします。 
  
（相浦委員） 
 事例集については今、部会長がおっしゃった通りだと思います。また、さいたま市の障
害者虐待防止部会は、とても良いメンバー構成だと、関わらせていただく中で個人的に思
っているところです。大村委員のような学識経験者もいらっしゃれば、私のような事業者
の立場の方もいらっしゃり、そして区役所の支援課の方がいらっしゃるということ、これ
はとても大事だと思っています。これは、なかなか政令指定都市じゃないとできないこと
で、各市町村の自立支援協議会の中で、虐待の担当窓口は部会の委員の中に入っていたと
しても、実際に事業所を指導・監督するような権限というのが、おそらく政令指定都市以
外だと県になるので、そこで、事業所の運営のあり方等を議論するのは、各市町村レベル
だと難しいと思います。 

一方、さいたま市、つまり政令指定都市の良さというのは、指定権者であるさいたま市
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の本庁の方もいらっしゃる中で、支援課の方たちの窓口対応の大変さ等も、実際に部会の
中では議論になっており、そこの強みを関連付けて、研修の在り方等についても議論がで
きているなという印象がありますので、引き続きこの場を通じてしっかりと報告をして参
りたいと思います。以上です。 
 
（遅塚会長） 
 ありがとうございます。さいたま市は政令市なので、埼玉県の意見を聞かずに市で全部
できるので、そういう意味では非常に有利な自治体ではありますが、普通に考えると、だ
から都道府県に相当する部分がさいたま市の本庁で、市町村に相当する部分が各区の支援
課という位置づけになるのかなと思っております。ありがとうございました。 

 
（酒井委員） 
 先ほどご報告いただいた各専門部会の来年度の取組という内容と、この後の議題で出て
くる地域協議会の活動報告のまとめの中で、「次年度に向けてやるべきこと」というとこ
ろに、「各部会で検討」というのがたくさん並んでいますが、それらの整合性がどうなの
かなと思いました。整合性が読み取れなくはないですが、書いてあることのレベルが違う
ので、単純に比較はできませんが、10 区の活動報告の課題の中で書かれたことが、各専門
部会の「来年の取組」というところに、確実につなげていただかないといけないと思いま
すので、この来年度の取組のところの細かな項目立てをしていただいて、着実に進めてい
ただければと思います。 
 
（遅塚会長） 
 ありがとうございます。各専門部会で来年度の取組を決めている時点では、まだ各区か
らのご意見が出揃っていないということもあり、なかなか結びつきが難しかったと思いま
す。ただ、各区でやっている地域協議会と、この本協議会と各専門部会の３つがそれぞれ
意思の疎通をしながら進めていかないと意味がなくなってしまうので、各専門部会でも各
区から出ている問題意識については、充分ご理解の上、来年度の運営を進めていただく必
要があると思います。ありがとうございます。 
 いかがでございましょうか。ご質問、ご意見等はよろしいですか。それでは、議題３に
ついては、以上となります。 
 

議題４「障害者の災害対策について」 

（遅塚会長） 
それでは議題 4「障害者の災害対策について」、事務局からご説明をお願いいたします。 
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（事務局：防災課） 
 さいたま市防災課の川松と申します、よろしくお願いいたします。議題４について、説
明させていただきます。委員の皆様には、事前に事務局を通じて資料をお配りさせていた
だいております。 

まず、資料の１ページ目です。個別避難支援プランに関する取り組み状況について説明
させていただきます。こちらについては、令和６年度 3 月の本協議会で報告させていただ
きました。本日は、令和７年度の進捗状況について、説明をさせていただきます。 

個別避難支援プランは、避難行動要支援者一人一人について、避難先や避難支援等関係
者、避難支援の方法などを記載した計画です。災害対策基本法に定められている個別避難
計画のことを、さいたま市においては個別避難支援プランと呼んでいます。 
本市の状況ですが、平成 25 年度から個別避難支援プランの作成マニュアルを作り、地域
において自主防災組織を中心に、協力をお願いして作成を進めているという状況です。令
和７年 3 月末時点で、自主防災組織の方から作成済ということで防災課に報告が上がって
きている件数は、1,056 名分となっており、地域の方に事前に提供している避難行動要支
援者名簿のうち約 3.3%にとどまっている状況です。なかなか作成が進まないことが課題
となっております。  

続いて、２ページ目です。さいたま市においては、個別避難支援プランの作成推進を図
るため、令和４年度からさいたま市避難行動要支援者名簿作成活用庁内対策会議を中心に
検討を進めております。障害者の検討部会と高齢者の検討部会の２つを設置し、ここを中
心に詳細な中身について検討を進めております。 

続いて、３ページ目です。こちらは、令和６年度の検討状況になりまして、昨年度、こ
の本協議会でも報告させていただいた内容と同じものです。大きく 3 点、進捗について報
告させていただきます。まず、１点目が福祉専門職等の参画、2 点目が優先度の検討、3
点目がプランの提出管理方法になります。 

２点目の優先度の検討につきましては、一度に個別避難支援プランの作成を進めるとい
うのは現実的ではありませんので、どういった方々のプラン作成を優先的に進めるかとい
うような視点で検討を行いました。こちらの優先度の検討については、令和６年度のうち
に決定しております。 

３点目のプランの提出管理方法につきましては、さいたま市庁内におけるプランの取り
扱いに関する部分になりまして、こちらの部分も令和６年度に決定しております。 

１点目の福祉専門職等の参画では、障害者の分野、高齢者の分野、それぞれでモデル事
業を実施する方向で検討を進めており、どのようにモデル事業を進めていくかという詳細
については、令和７年度以降へ継続された形となります。本日は、このモデル事業をどう
進めるかという点で、令和７年度に検討した中身について説明をさせていただきます。 
続いて、４ページ目です。モデル事業の概要です。令和７年度は、モデル事業の詳細を検
討しましたので、その中身の話になります。モデル事業の趣旨は、避難行動要支援者と日
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頃から関わりがある福祉専門職が、個別避難支援プランの作成に参画することにより、自
主防災組織などの地域において、作成することが難しい方のプランの作成を推進するもの
です。今まで自主防災組織を中心に地域での作成をお願いしておりましたが、なかなか進
まない現状があり、それを打破するための次の一手として、福祉専門職の皆様のお力をお
借りしようというような趣旨のモデル事業が検討しています。 

次に、参画機関ですが、モデル事業ということで、まずはスモールステップでのスター
トという形になりますが、北区、中央区、桜区の３区の障害者生活支援センターに協力を
お願いする予定でございます。 

続きまして、作成件数については、相談員１人当たり約 2〜3 件というのを積算の目安
としており、参画機関を合わせて 50 件という形になります。 
最後に、報償費は 1 件当たり 7,000 円ですが、この 7,000 円の単価につきましては、内閣
府から、1 件当たりこれぐらいの事務経費がかかるだろうということでこの金額が示され
ておりますので、まずは 7,000 円で始めさせていただこうと思っています。令和６年度の
検討の中では、業務委託が望ましいのではないかというような議論もありましたが、今年
度の検討の中で、業務委託ではなく、謝礼ということで報償費という扱いで進めることに
しております。先日、令和８年度のさいたま市の予算についても、議会でご承認いただき
ましたので、この内容で来年度に向けて準備を進めているところです。 

続いて、５ページ目です。モデル事業での作成対象者です。市で定める優先度要件に合
致する避難行動要支援者のうち、障害者生活支援センターの利用者となっております。な
お、市が定める優先度要件のうち、心身の状況に該当しないものであっても福祉専門職か
らの助言のもと、市が特に作成が必要と判断したものも含めるというように定めておりま
す。 

市の定める優先度要件については、昨年度決定したもので、資料の※印のところにも書
いてあります。１つ目が、ハザードマップ上の危険な場所に居住する方、2 つ目が、本人
の心身の状況ということで、障害支援区分等で該当者を分けております。なお書き以降に
ついては、「②本人の心身の状況」、こちらに該当しなくても、それぞれ障害者生活支援セ
ンターの方のご判断や、そのご家族も含めて、世帯として、プランを作った方が良いとい
うような方でしたら、対象にすることもできるということです。 

具体的な対象者については、下のベン図のように整理することができます。一番大きな
円は、避難行動要支援者名簿全体の名簿に載っている方で、その中の一部に、事前提供用
名簿、つまり自分が名簿に載っているということを事前に地域に共有しても構わない、と
いう同意をいただいている方がその中にいます。さらに、その中で市で定めたこの作成優
先度の要件に該当する方で、障害者生活支援センターの利用者というのが、今回のモデル
事業の対象となります。ここまでは令和７年度に検討した進捗状況の報告です。 

令和８年度につきましては、このモデル事業を実施しまして、そこで出てきた課題の整
理や、どのように解決するかということについて検討を行い、本格実施に向けて進めたい
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と考えております。防災課からの報告は以上です。 
 
（遅塚会長） 
 ただ今の説明に対して、委員の皆様からご質問、ご意見等よろしくお願いいたします。  
 
（相浦委員） 
 詳細なご説明ありがとうございました。まず、この取り組みがモデル事業として始まる
ということは、とても素晴らしいことだなと思います。令和３年の災害対策基本法の改正
で、全国の中でも少しずつこの取り組みが進み始め、全国で言われている個別避難計画に
基づいて、避難行動の要支援者の方が、優先度を決めてしっかりと支援を得ながら避難す
るということが肝要だと言われているので、そのような事業の内容になっているのだろう
と思いました。 

ここで、質問です。障害者生活支援センターの利用者で、この要件に該当する方からプ
ランを作っていくとなると、私たちの肌感覚では、本当に要支援の方たちは、避難行動に
配慮が必要であり、避難先でも非常に配慮が必要ではないかと想像します。計画を立て始
めるところまでは良いのですが、その方たちの避難先の議論も必要になってくると思いま
す。避難先として、最寄りの一般避難所を前提に計画を作ってしまうと、避難行動という
点ではできるかもしれないですが、その先の避難生活を考えたときに、おそらく二次避難
所として開設される福祉避難所に行くことが求められるのではないかと個人的には思って
います。そうすると、いくつかの自治体ではすでに取り組まれている福祉避難所に直接避
難する計画を立てていくような取り組みと、セットで進めている自治体も出てきていると
思うので、この福祉避難所のあり方のような点を、防災課では現時点で何かお考えになっ
ているかということについてお伺いできれば思います。 
 
（事務局：防災課） 

福祉避難所への直接避難につきましては、様々なところからご意見、ご要望、ご質問を
いただいております。正直、さいたま市の今の運用の中では、福祉避難所へ直接避難をす
るというのは、その施設側の対応も含めて、まだ統一的なルールを定めるのはなかなか難
しいのではないかというのが防災課としての考えになります。場合によっては、個別の施
設でそのようなことも可能かもしれないというのは、考えられるとは思いますが、市全体
の統一的なルールとして、皆さんが直接避難できるように制度化するというのは、今のと
ころまだできていない状況でございます。 
 
（相浦委員） 
 ありがとうございます。私の施設も福祉避難所に指定されていますので、逆の立場から
もその難しさというのは理解しているつもりです。おそらく、今後このモデル事業を始め
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た時に、計画は立て始めたが、やはりその避難先として一般避難所だと不安だという声も
出てくると思いますので、そこも含めてモデル事業をやりながら検証していただければと
思います。以上です。 
 
（遅塚会長） 
 大村委員、お願いします。 
 
（大村委員） 

まず、障害のある方に関わっている非常に重要な取り組みについて、枠組みを作って予
算を確保し、前に進めようとしてくださっている市の皆様には本当に感謝を申し上げます
し、とても重要なことに手をつけてくださっていると感じます。来年度、モデル事業で
色々と検討していくことになるかと思うので、モデル事業を実施後、どうかというところ
も含めての検討になるのかとは思いますが、私も意見という形で申し上げたいと思いま
す。 

おそらくどの障害のある方でも、障害がない方でも、被災した時にはかなり大変なこと
になると思いますが、障害があるからこその難しさというのがあると思っています。そう
考えると、医療的ケアが必要な方ではなくても、非常に重度な方や重篤な方は被災した時
にどうしたら良いだろうということを考えなければならなかったり、避難行動も取らなけ
ればならなかったりというところがおそらくあるのではないかと思っています。その時
に、ハードルの高めな人から優先度をつけて、その人たちからやっていこうとすると、ど
うしても件数が上がらないことになると、私は懸念をしているところでした。おそらく、
来年度モデル事業での枠組みをつけて、優先度の高い方だからということで進めると思い
ますが、それはとても重要なことだと私は感じています。  

併せて、できるだけ多くの障害のある方が避難行動を取れるように応援していくことも
重要な観点なのではないかと思っています。 

これは、他の自治体の事例ですが、すでに障害福祉サービスを使っている人、つまり計
画相談を使っている人は全員、計画相談の用紙の他に、もう１枚だけ必ずつけることに
し、そこの１枚に避難行動について書いていただきます。福祉避難所や避難所ではなくて
も、こういう時には親戚の家に行きますとか、こういう時にはいつも通っている事業所の
電源を確保させてもらいますとか、そういうことで構わないので、ひとまず当面の間、ど
のように過ごすのかというところが本人も分かるし、家族も分かるし、周りの人も分かる
というのを、まずは作ることの方が大事なのかなと思っていて、少し現実的な道筋みたい
なものも、併せて検討していく必要があると思いながら拝見していました。先ほど、相浦
委員からもありましたが、かなり重たい方を選んでプランを考えると、どうしても議論と
しても重たくなり、無理ではないかというような話になりがちなので、それはそれで検討
しながら、広げていくかという視点も大事だと思います。 
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（遅塚会長） 

 ありがとうございました。事務局、いかがでしょうか。 
 
（事務局：防災課） 
 ご意見ありがとうございます。ご指摘いただいた点については、私もその通りだと考え
ております。国からも、この個別避難支援プランの作成については、どのように進めるか
というのを示されていますが、内閣府も全員分を一度に作るというのは、現実的に無理だ
ろうというような考えに立っております。結局、優先度をつけて、できるところからやっ
ていきましょうというようになっております。我々も今、その方向で考えておりまして、
まずは来年度のモデル事業で優先度の高い方々に着手をします。それ以外の方について
も、賛否両論あるかもしれませんが、セルフプランも含めて、地域の方々に協力していた
だきながら、比較的作りやすい方々も何かしらの手立てで件数を増やしていくという両輪
の進め方が必要ではないかと考えております。 

一度に進めることは難しいですし、最初から中身まで精査されて、完璧なプランが出て
くるのは難しいと思っています。プランによっては、部分的にもっと詳しく書いた方が良
いというようなものも出てくると思うので、始めから完璧なプランを作成するのではな
く、１人ずつ作って増やしていくというのが大切だと思いますので、来年度はひとまずモ
デル事業を積極的に進めさせていただき、同時にそれ以外についてもどのように進めるか
を検討していきたいと考えております。よろしくお願いいたします。 
 
（大村委員） 
 ありがとうございます。防災課の考え方について理解しました。障害者全体でいうと、
障害のある方の人口に占めるサービスを利用している方の割合は 1 割ほどしかないので、
サービスを利用している方だけに振り分けても、そのぐらいしかカバーできないというと
ころも併せて、この場で共有したいと思っております。以上です。 
 
（遅塚会長） 
 ありがとうございます。とても大事な話なので、おそらく皆さんもご意見があるのでは
ないかと思いますが、いかがでしょうか。モデル事業ですので、なかなかカバーしきれて
いない部分も当然たくさんあるとは思いますが、逆にこれからモデル事業を進めるにあた
って、どのような視点でやっていただきたいか、何を見ていただきたいかということを今
この場でご指摘いただければ、事業を進める上での参考にもなるかと思います。積極的な
ご意見をいただければと思います。 
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（髙橋純子委員） 
 質問です。障害者生活支援センター利用者とありますが、この利用者というのは、登録
者と契約者に分かれると思いました。以前相談に行ったことがあって、登録はされている
けれど、今、計画相談は別の事業所に書いてもらっているという方もいらっしゃると思う
ので、この利用者というのはどのような方が当てはまるのかが気になりました。 

他に、先ほどセルフプランも含めてという話をされたかと思いますが、私たちも親の会
で、この問題に関しては非常に大事だと思っています。親の会の中で、このプランの書き
方の学習会等を出前講座で防災課の方に来てもらえないかなと思い、企画を考えました。   

しかし、先日ご相談した際、防災課の出前講座の中では、地震が対象になっているもの
が多く、障害に特化したものは難しいと言われたので、もし、今後検討する余地があれ
ば、保護者目線の学習会を検討していただくと良いかと思いました。まだ子どもが学齢期
だと、親が書ける家庭もあると思います。若い方だと、地図等もネットから引用すること
が得意だと思うので、数を増やすという視点から言うと、そういった内容の出前講座も有
効だと思いました。 
 
（事務局：防災課） 
 まず、モデル事業の対象になる障害者生活支援センターの利用者というのが、登録して
いる方なのか、契約している方なのかという点ですが、対象者の選定につきましては、そ
れぞれの障害者生活支援センターにお任せしようかなと思っています。ただ、基本的に
は、障害者生活支援センターの支援者の方が、かなり詳しく把握されている方、例えば、
どのような心身の状況で、どのような課題があり、どのような困り事があるのか等を、関
わりの中で把握している方を対象にしていただくようになると想定しています。ですの
で、契約者の方がメインになってくるのではないかと考えております。 

次に、出前講座で個別避難支援プランの書き方を教えるような講座ができないかという
ことについてですが、防災課で実施している講師の出前講座という枠組みの中では、少し
難しいと思っています。もしやるのであれば、講座の中身も含めて、我々の方で検討が必
要になりますので、この場で可否のお答えは難しいです。ですが、プランの作成件数を増
やしていくためには、ご自身や周りの方々で作るためのアプローチは当然必要になってく
ると思いますので、市としては必要な施策の一つになると考えております。どのような形
で実施できるかについては、防災課の中で検討を続けていきたいと思います。よろしくお
願いいたします。 
 
（遅塚会長） 

ありがとうございます。ただいまの防災課の前半の答えで、対象者についてのご説明を
聞いていて、対象者は契約者に限らないのだなと思っていたら、契約者メインと言われた
ので、思っていたのと逆だったと思いました。契約を結んで計画を作っている人というと
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かなり限られてしまうので、計画相談の契約を結んでいなくても、非常に支援の度合いが
高い方で、関係が濃密な方は結構いらっしゃるので、おそらくそういうことも含めて各障
害者生活支援センターに選定はお任せしていますということが説明の趣旨だったかと思い
ます。 

髙橋純子委員、今のお答えについていかがでございましょうか。 
 
（髙橋純子委員） 
 ありがとうございました。分かりました。 
 
（三石委員） 
 改めて確認なのですが、障害者生活支援センターで対象となる人たちは、基本的には要
支援者名簿に掲載されている人ということですよね。確認したかったのは、要支援者名簿
に掲載をしていない人たちも、実はすごく配慮が必要で、その中でも障害者生活支援セン
ターで相談に対応していた人もいるのかなと思っていて、その人たちには避難支援が必要
ではないかといえばそういうことでもないと思います。ただ、災害対策の枠組みとして、
基本的には要支援者名簿の中でというのがモデル事業の概要図で表されているので、今回
のモデル事業もそこが大前提でしょうかという確認です。 
 
（事務局：防災課） 

今回のモデル事業の対象になる方については、あくまでも避難行動要支援者名簿に載っ
ている方が対象になってきます。ここは大前提となりますので、よろしくお願いいたしま
す。 

 
（三石委員） 
 相談者の中で、避難行動要支援者名簿に載っていない人たちも結構いると思ったので、
モデル事業では、そういった前提でやっていくとしても、今後対策を考える時には、少し
その辺りを考える必要があると思ったところです。 
 

（遅塚会長） 
 防災課に１点確認ですが、避難行動要支援者名簿は、自動的に掲載されるのではなく、
申請をすることで名簿に掲載されるかと思います。例えば、手帳を交付した時に郵便が送
られてきて、避難行動要支援者名簿に掲載を希望する人は書類を出してくださいという形
だったような記憶があります。そうなると、ご自分のことだけで手一杯ですとか、判断力
に課題がある方というのは、そのような申請ができないために名簿に載ってない方もたく
さんいて、そういう方は結果的に障害者生活支援センターから見ると、すごく支援が必要
な人の中に入っていると思います。ですが、とりあえずモデル事業としては、避難行動要
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支援者名簿に載っていないと支払い対象にならないということですよね。 
 
（事務局：防災課） 
 モデル事業の支払い対象者としては、やはり避難行動要支援者名簿に載っている方が対
象になってきます。名簿については、私共で作っているものではなくて、もしかしたら正
確ではないかもしれませんが、全体名簿については、要件に該当すれば全ての方が掲載さ
れる形だったかと思います。 

 
（遅塚会長） 
 すみません、私の理解不足でした。封筒が送られてきて、返送するようにということを
昔見たような記憶がありました。その名簿というのは、今回のモデル事業の対象の障害者
生活支援センターには提供されるのですか。 
 
（事務局：防災課） 
 まず、名簿の整理をさせていただくと、全体名簿というのは、要件に該当する全ての方
が載ります。これについては、市役所の庁内関係部署や消防といったところでも共有され
るものです。そのうち、災害が発生する前に、事前に地域に提供して良いという同意を受
けた方を載せたものが、事前提供用名簿です。 

今回のモデル事業では、後者の事前提供用名簿に掲載されている方の情報を各障害者生
活支援センターの方に事前に提供させていただいて、その中からどなたの個別避難支援プ
ランを作るかという選定をしていただく形になります。 
 
（遅塚会長） 
 ありがとうございました。とてもよく分かりました。冒頭で、相浦委員からのご質問、
ご意見にもありましたが、最終的には入所施設等で開設している福祉避難所に行かれる方
が多いと思うので、今回のモデル事業とは少し離れた話になってしまうかもしれません
が、 どこの施設に避難するかというのは、避難する方も事前に行き先をよく分かってい
る、例えば、どのような環境でということを見に行くことも安心に繋がると思いますし、
受け入れる施設側もどういう人が来るのかというのはとても大事な話だと思います。です
ので、計画を作ることも大切ですが、福祉的な視点で言うと、その計画を作るプロセスが
実はすごく大事なのではないかと思います。なかなか難しいとは思いますが、防災課でも
そういうことをご理解いただいて進めていただければありがたいと思っております。 
 それでは、これで議題４は終了といたします。 
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 議題５「令和７年度障害者支援地域協議会からの活動報告について」  

（遅塚会長） 
それでは、議題 5「令和７年度障害者支援地域協議会からの活動報告について」、事務局

からご説明をお願いいたします。 
 
（事務局：障害福祉課） 
 議題５「令和７年度障害者支援地域協議会からの活動報告について」、説明いたしま
す。 

今回は、現在、地域協議会が設置されている全 10 区から、今年度の活動報告書をいた
だいており、資料５−１は各区からの報告書になります。資料５−１の最後のページに
は、各区地域協議会の開催回数を表でまとめた資料を添付しておりますので、ご参照いた
だければと存じます。 

また、資料５−２は、10 区からの報告をまとめていただいたものですので、こちらのご
説明をしていただくため、今年度の地域協議会連絡会議の幹事区である北区にご出席いた
だいております。 

それでは北区障害者生活支援センターみぬまの岸端様、ご説明をよろしくお願いいたし
ます。 
 
（北区障害者生活支援センターみぬま岸端氏） 
 令和 7 年度から、10 区の基幹相談支援センター・地域協議会の設置が完了し、全区にお
ける地域の取り組みが報告できるようになりました。今年度はその 10 区の取りまとめを
行う幹事区が北区となっておりますので、報告をさせていただきます。よろしくお願いし
ます。 
 まず、資料５−１ですが、こちらは各区の報告資料となっております。ご覧のとおり、
非常に記載項目も多く、会議体の名称がそれぞれで、取り組みの内容や参加する組織も
様々です。このことについて、ご意見はあるかと思いますが、さいたま市では、その部会
構成を全区で統一せずに活動を継続していますので、その違いをご承知おきいただき、今
年度の 10 区のまとめの報告を確認していただきたいと思います。 
 

資料５−２をご覧ください。さいたま市障害者支援地域協議会連絡会議という 10 区の
集まりがございます。今年度は２回開催をしまして、2 月にそれらをまとめたものをこち
らの書式に入れております。 

資料にありますように、様式２「令和７年度 さいたま市 10 区障害者支援地域協議会
活動報告」について、昨年度自立支援協議会でもご指摘をいただきましたので、今回、一
番上にある項目を、左から「課題」「取り組み」「その結果」「次年度に向けて」と変更い
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たしました。 
 では、内容の説明に入っていきます。令和 6 年度、さいたま市として、優先課題を①地
域生活支援拠点の推進、②防災・災害対策、③家族依存・8050 問題としました。この３つ
はどの区も取り組みを進めることとし、今年度、活動してきました。 

それでは、具体的な内容についてご報告します。項目１の地域生活支援拠点事業の推進
について、令和 6 年度は、拠点コーディネーター配置の方針や具体的な方策についての説
明会の実施を提案していました。今年度は、北部・南部の圏域に分かれて活動をしました
が、どちらからも、登録事業所を増やすための説明会の実施が必要との意見があり、1 月
にさいたま市全体で開催をしています。 

結果として、各区で取り組みに差があることが改めてわかり、その進捗の管理と具体的
な取り組みの検討、提案の場が必要とまとめています。これは、昨年度にも出ていた意見
でもあり、その課題に対する具体的な取り組みがあまり進められていなかったことから、
今年度も引き続き同様の提案をしていきたいと思います。各区からは、対象者のリスト化
や登録制度の導入、事業所の窓口担当の設置、育成とそれらの市での統一化の提案もある
ため、現在拠点を検討している相談支援部会での議論と実動ができる作業チームの設置、
そこでの検討も踏まえ、この事業の具体的な提案を市からも発信していただけたらと思っ
ています。 
 次に、項目２の防災・災害対策について、昨年度は、他課との連携や市、圏域、区単位
での具体的な取り組みの整理を提案しています。今年度は、桜区と北区が課題整理表を作
成し、それを参考にしながら、それぞれの区で取り組みを進めていけるように整理をして
います。 

各区では、災害対策の研修や個別避難支援プランの作成、避難所開設訓練への参加等に
取り組んでいます。次年度も引き続き、桜区と北区で各区の進捗管理をしていく予定です
が、防災・災害対策は、自助、共助、公助の整理や区、圏域、市全体での取り組みの整理
も必要です。他課との連携も含めた取り組みの中心になる機関、部署の確認をしていきた
いと思っています。 

項目３の家族依存・8050 問題については、昨年度末に取り組んだ「支援につながってい
ない人」の実態把握、調査の結果の分析と共に、拠点事業やケアラー支援等、各事業との
連動性の検討について伝えています。 

今年度は、中央区、浦和区が各区に向けてアンケートを実施、次年度、その結果を含め
て具体的な取り組みを検討していく予定となっています。各区の取り組みも対象となり得
る人のリスト化と具体的な支援の継続をしているところですが、この課題は、地域生活支
援拠点事業との連動性を検討していく必要性を感じています。拠点事業の議論をしている
相談支援部会を中心に、この課題についても検討していきたいと思います。 

ここからは、各区で取り組んできたテーマについて報告したいと思います。先ほどもお
伝えした通り、10 区がそれぞれ部会やワーキングという名称で活動をしていますが、そこ
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で取り組む内容も様々となっています。とはいえ、各区で議論している内容は、重複して
いるものも多い状況です。この先の報告は、各区から出ている課題をテーマ別にし、各区
が取り上げている事柄の多い順にまとめていますので、上から順番に説明をしていきたい
と思います。 

１番目は、継続して取り上げている「人材不足・人材育成」です。昨年度も、各区の事
業所からも人材不足についての声が上がっており、特にヘルパー不足の課題は深刻と報告
しています。 

しかし、今年度も同じ課題が各区から上げられていて、特にヘルパー不足で支援を断ら
ざるを得ない等、すでに、当事者の生活に影響が出ている状況が報告されています。区ご
とで、できる情報交換や交流、質の担保のための研修等も実施していますが、その交流等
の場に出てくる余裕もない事業所もあり、繋がりたいけれど、繋がれないといった意見も
出ています。 

人材不足は、障害分野にとどまらない福祉全体の危機的な課題だと思います。この問題
について、他課とも連携し、さいたま市全体で取り組んでほしいと思っています。例え
ば、ケアラーの取り組みは、すでに他課と共に市全体の取り組みになっていると思いま
す。ぜひ、同じように人材不足についても、全市での検討をお願いします。 

２番目は、人材不足とも絡む内容かもしれませんが、「サービス、制度」の課題です。
この課題は、制度的なことでもあり、自立支援協議会で解決できるものではないと認識し
ていますが、昨年度も政策委員会でも報告をさせていただいています。今年度は、具体的
にいくつかの項目で提案をさせていただき、自立支援協議会でも確認をいただきながら、
引き続き、政策委員会へ報告ができればと思っています。 

まずは、移動支援について、このサービスを担う事業所はヘルパー不足や単価の課題か
ら全市的に少なく、利用希望が多いのにも関わらず、利用がしにくいサービスになってい
ます。共に行う家事については、今年度、家事援助の中に新しく追加されましたが、利用
したい、することが必要と思う精神障害や発達障害の人には届きにくい事業です。また、
医療的ケアの方は、まだまだ利用できる支援が少ない現状です。その他、院内介助につい
ても制度の仕組み上、利用のしにくさがあるといった意見が出ている区もあります。ぜ
ひ、さいたま市でできることの検討をお願いしたいと思います。 

続いて３番目です。「連携」というテーマでまとめていますが、昨年度は、児童期や大
人の分野への移行期の課題として、実態把握や分析、必要な施策の検討を提案していま
す。今年度は、各区で様々な連携の取り組みを実施しています。例えば、乳幼児期、児童
期に適切に相談につながるための保育園や幼稚園との学習会の実施や保育園の困りごとを
聞くための巡回訪問、学校関係者と事業所の連携や気軽に相談できる関係づくりの活動、
適切な療育の提供のための事業所同士の勉強会の実施、子どものニーズを軸にした家庭支
援といった、子どもに視点をあてた活動と成年後見、医療機関等異業種との連携、地域と
のつながり等、成人期の連携を深めるための活動も実施してきました。 
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その活動の中で、今年度もやはり、児童、教育分野等他機関との横断的な取り組みを実
現するための体制づくり、教育分野とのつながりの強化といった児童期の機関との連携強
化の提案が各区から上がっています。 

子ども部会では、医療的ケアや地域移行等、様々な課題を議論していることは承知をし
ていますが、児童期の支援機関連携についても検討の必要性を感じています。ぜひ、部会
内での検討を提案していきたいと思っています。 

4 番目は、「相談支援」についてです。各区では、セルフプランの増加の課題や相談員の
不足について、相談支援の役割、協働体制の検討等の取り組みを進めています。さいたま
市全体でも、今年度は事業所開設説明会の実施、支援課の窓口で活用する窓口相談受付シ
ートの利用促進等、取り組みをしてきましたが、今後も相談員の増加の取り組み、セルフ
プランの課題解決、相談支援体制の整理も含めて、相談支援部会で検討を継続してほしい
と思います。 

５番目に、「情報共有・統一化」です。これは、各区で当事者に向けた情報提供の方法
を工夫していますが、区ごとの取り組みになっており、当事者に対してさいたま市の中で
の情報格差が生じる可能性を含んでいます。それぞれの取り組みは、さいたま市からの情
報に加え、各区の部会、ワーキング等で、当事者にわかりやすく、知りたい情報は何か等
を検討した上で作成していることもあり、より詳細な情報の提供を進めているところで
す。現在、さいたま市から提供している情報に加え、各区での取り組みも踏まえたものに
できるよう、障害政策課へも提案していきたいと思います。 

6 番目は、「当事者参画・権利擁護」です。昨年度も人材不足の観点も含め、専門性の維
持や向上が重要と捉え、研修の体系化について提案をしています。今年度もさいたま市全
体で管理者、グループホームに向けた虐待防止研修を実施し、区単位でも取り組みを実施
していますが、今年度はそれに加えて、当事者参画と題して、当事者から意見を聞く座談
会や当事者が参加するイベントを実施した区もありました。権利擁護の取り組みは、虐待
防止と裏表の関係で、両方の視点で取り組みを進めていく必要があると思っています。さ
いたま市全体でも虐待防止部会の中で、権利擁護、当事者参画の取り組みについても検討
を進めてほしいと思っています。 

最後に、その他の項目で、これまでのテーマの中に組み込むことはできませんでした
が、各区で取り組んできた内容について、簡単にご報告します。 

インクルーシブの方向性を踏まえた保育所等訪問支援の活用、障害児サービス、就労選
択支援等サービスについて、今年度から開始された地域連携推進会議について等も各区の
中で話題に上がっています。各区の報告にはそれぞれ、具体的なものが報告されています
ので、ぜひ、確認をしていただきたいと思います。そして、その中からも必要な項目につ
いては、自立支援協議会の中でも議論をしていただき、さいたま市全体の取り組みとして
進めていきたいと思います。 

以上、優先課題の 3 つも含め、10 項目の報告をさせていただきました。昨年度とテーマ
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の設定の仕方が違う部分もありますが、ほとんどのテーマが昨年度からの継続課題です。
それぞれの課題に対する提案として、自立支援協議会をはじめ、各部会等で検討をしてい
ただきたいとご提案をさせていただきました。それらが、改善に向け少しでも取り組みが
進むよう、ご提案をさせていただいた部会等と共に各区でも活動を継続していきたいと思
っています。ぜひ、よろしくお願いします。 

これで 10 区の障害者支援地域協議会からの報告を終了します。ありがとうございまし
た。 
 
（事務局：障害福祉課） 

ありがとうございました。 
議題５については以上となります。遅塚会長よろしくお願いいたします。 

 
（遅塚会長） 
 ありがとうございます。各区の肌感覚に則った詳しい説明と、検討の方向性まで、非常
に具体的に提案をいただきまして、大変助かります。皆様からただいまの報告に対しまし
て、ご質問やご意見はございますか。 

相浦委員、お願いいたします。 
 
（相浦委員） 
 ご丁寧な報告をありがとうございました。私からは 2 点、意見がございます。 

１点目が、今のご報告の中で、優先順位が一番高い地域生活支援拠点についてです。先
ほど、事務局からご報告があったとおり、合同説明会を開いていただいて、私も参加させ
ていただきました。とてもインパクトがあり、価値のある会であったと思います。各区で
この拠点について議論してきていたものが、市で合同でというものに対してみんなで聞
き、その結果、今回新たに 38 事業所が登録をするというのは、この協議会で上程される
数としては大変多くて、これはやはり合同説明会がきっかけになったのだろうなと、素直
に素晴らしかったなと思うところです。桜区でも、新たな事業所の参画があり、今回は登
録には至らなかったですが、すでに検討しているという事業所も出てきたのは、合同説明
会を実施した結果であると思います。 

一方で、協議会単位で見ますと、この拠点事業についての議論というのは、おそらく岸
端さんもまとめられている中で、議論がすでに進んでいるところと、これからのところと
バラバラな中で、登録事業所が増えていくこと自体は、市全体の取り組みとしては素晴ら
しいと思うのですが、やはり大事なのは、ここから実際に稼働させていくことだと思いま
す。具体的には、緊急の受け入れや体験を進めていくというところだと思いますが、拠点
事業の議論については、作業チームを含む相談支援部会で実働すること、どこで議論して
いくのかということについては、市から少し提案をお示しいただけると良いのではないか
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というのが、おそらく地域協議会連絡会議のご提案だと受け止めています。 
私も、この拠点事業というのは、登録事業者が増えたタイミングが一番大事だと思って

います。資料５−２の「次年度に向けてやるべきこと」ついて、この本協議会の場だけだ
と非常に時間も限られているので、どこで議論していくのが適切なのかということになる
と思います。できれば各区で進められるところから進めていただくような流れが良いと思
っていますので、市で、この拠点事業の進め方について、何か構想があればお聞かせいた
だきたいです。 

２点目は、専門部会や地域協議会等、会議体の在り方についてです。地域協議会が全 10
区に整備されたことは素晴らしいと思います。地域協議会連絡会議では、先ほどの報告か
らも分かるように、たくさんの内容が議論され、このような形で 10 区それぞれから上が
ってきた課題をようやく自立支援協議会に上げていただくことができるようになりまし
た。 

先ほど遅塚会長から、専門部会のご報告のところで関連する発言がございましたが、こ
こからは、この自立支援協議会で上がってきたものをどのように各区で実行に移していく
かというのが、とても大きな鍵になると思います。地域協議会連絡会議は、自立支援協議
会の附属機関として位置づけられていないのが現状ですが、非常に鍵を握っていると思い
ます。 

地域協議会連絡会議のご報告の中で、いくつか上げていただいた課題には、どの部会で
検討するかという記載があったり、先ほど酒井委員からのご発言にもありましたが、これ
らの課題と各部会の議論は、連動するのにタイムラグがありそうだという話があったりし
ました。このようなことも含めて、あまりにも会議体が増えすぎてしまうのは、皆さんの
ご負担という点でも良くないので、会議体の全体像が見えてくると良いと思います。個人
的な意見としては、最終的に各区の地域協議会に繋げ、各区で、みんなでやっていきまし
ょうという流れができると良いと考えています。 

以上のことから、専門部会の在り方、地域協議会連絡会議の在り方、どこでどの課題を
議論するのかといったことを含めた会議体の在り方を、この自立支援協議会の場で、委員
の皆さんにご意見をいただくのが良いのではないかと思います。いかがでしょうか。 
 
（遅塚会長） 
 ありがとうございます。ここで議論する前に、相浦委員からご提案がありました部分に
ついて、市から何かご見解があれば伺えればと思います。いかがでしょうか。 
 
（事務局：障害福祉課） 
 ご意見をありがとうございました。 

まず、１点目の拠点事業についてです。地域協議会が 10 区に立ち上がり、今後は基幹
相談支援センターや各区支援課が中心となって拠点づくりを進めていくような形になると
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思いますが、全体的な拠点事業の考え方や、何をいつまでに、どのように進めていくのか
といったところについては、次年度に向けてすでにコアメンバーを含めた一部の方に、ご
意見を伺っているところです。引き続き、そのような議論も含めて、本協議会や専門部会
の委員の方々から、色々とご支援等をいただきながら、少しでも前に進めるように実施し
ていこうと考えているところです。 

 2 点目の会議体の在り方についてです。地域協議会連絡会議が重要なポイントであると
いうようなお話がありましたが、各区の地域協議会、地域協議会連絡会議、そしてこの自
立支援協議会がきちんと連動し、皆様から上げていただいた課題をしっかりと取り組みに
繋げられるような仕組みづくりを、次年度は考えていきたいと思います。 
 
（相浦委員） 
 ありがとうございます。特に、資料 5―2 で言うと、裏面の課題が審議待ちのようにな
っております。しかし、例えば人材確保にしても、児童期の支援にしても、いずれも重要
なテーマなので、これらがこの限られた時間のみで課題が整理されて終わりではなくて、
ワーキングや作業部会のようなものを作り、どこかに位置づけて進めていくこと、そし
て、全 10 区に揃いましたので、最後は地域協議会の各区で実行していくという進捗管理
の場所がすごく大事であると感じました。それが、この本協議会に紐づいたものになるの
か、地域協議会連絡会議に紐づいたものになるのかは分かりませんが、相談支援部会が今
までその役割をずっと担ってきたような気がします。そうなると、相談支援部会が非常に
逼迫し、さらに地域生活支援拠点事業の議論などは相談支援部会だけではないというよう
な思いも個人的にはあるので、地域協議会連絡会議の在り方が大きな鍵だと感じていま
す。ぜひ、次年度はよろしくお願いします。 
 
（遅塚会長） 
 ありがとうございます。地域協議会連絡会議は、各 10 区の基幹相談支援センターと各
区の支援課が入って話し合いができる機関で、ある意味全 10 区の地域生活支援拠点事業
などを補っている。あるいは地域の組織化を担っている基幹相談支援センターと、行政の
代表である支援課が全部入って話し合いができるということで、非常に強力な機関だと思
っているので、相浦委員からもご指摘があったように、様々な会議ばかり増えているとい
う課題もありますので、この地域協議会連絡会議にある程度集中させていくのが合理的で
あると、私もそのような印象をもっております。 

ただ、残念ながら任意の集まりであり、今のところ正式な根拠はないということなの
で、その辺りをぜひ市でどのようなやり方が一番プラスであり、かつ負担がないかという
ことをご検討いただければありがたいと思っております。 

いかがでございましょうか。酒井委員、お願いします。 
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（酒井委員） 
 私も実働の部分でもう１点、障害者政策委員会との連動もぜひお願いしたいと思うとこ
ろです。前回の政策委員会で、人材確保と防災については、主に政策委員会というような
整理もされていたかと思います。来年度は特に、新しい計画づくりの１年にもなりますの
で、計画と連動させていくテーマは何なのかというところの意識を、私も含めて政策委員
として重なっている方たちも何人かいらっしゃいますので、ぜひ政策委員会でも議論をさ
せていただきたいと思います。市の事務局でも、ぜひ、そこが断絶しないようにしていた
だきたいですが、明日の政策委員会の議題を見ると、自立支援協議会の報告が入っていな
いことが分かります。そこが途切れないようにしていただきたいということを非常に思い
ますので、よろしくお願いします。 
 
（遅塚会長） 
 ありがとうございます。障害福祉課か障害政策課、発言がございましたらお願いしま
す。 
 
（事務局：障害福祉課） 
 ご意見をありがとうございます。確かに、課題をここだけで議論ということではなく、
当然、次期障害者総合支援計画にも関係してくる部分も多数あるかと思います。本日も事
務局として、障害政策課に同席していただいておりますので、その辺りもしっかり情報共
有しながら、より良い計画づくりに向けて取り組んで参りたいと考えております。 
 
（酒井委員） 
 ありがとうございます。もう１点、言いそびれましたが、人材確保というテーマについ
ては、どこでも非常に深刻な状況です。もう少し、市としての政策のレベルを上げていた
だきたいです。とても深刻で、重要なテーマであることをご認識いただきたいと思いま
す。 

保育の分野は、保育士への市独自の政策も実施していらっしゃると思います。横並びで
はないかと思いますが、もう少し、この障害分野にとどまらず、もっと市として人材確保
の重要度を上げていただきたいということは切にお願いしたいところです。以上です。 
 
（遅塚会長） 
 ありがとうございます。事務局から発言はございますか。 
 
（事務局：障害福祉課） 
 次の議題にも人材確保についてございますので、そちらで障害政策課の担当からお話が
あるかと思います。 
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（遅塚会長） 

自立支援協議会で言ったのか、政策委員会で言ったのか忘れてしまいましたが、人材に
関しては、危機的状況が現場からずっと上がっていて、間違いなく制度が破綻するとみん
なが思っている領域なので、障害だけではなくて、児童も高齢者も合わせて、全庁的に、
できるだけ早く市長に上げてほしいということを常々言っております。それくらい、人材
確保は重要かつ緊急の課題であるという認識がありますので、皆様方も合意いただけると
思いますが、自立支援協議会の意見として、ぜひこれは早急に市全体の課題として取り上
げていただきたいと思っております。 
 
（三石委員） 
 重複する部分もありますが、地域協議会連絡会議に関連することで、10 区全てに地域協
議会と基幹相談支援センターが整備されたということは、これから地域の実態が課題とし
てたくさん上がってくることになるので、取りまとめの地域協議会連絡会議があるのは、
とても大事なことだと思います。相浦委員や酒井委員もおっしゃっていたように、出てき
た課題をどこで議論をして、解決や改善に向けてどのように進めていくのかということ
が、ますます大事になってくるのかなと思っています。そういった意味で、地域協議会連
絡会議で出た課題を吸い上げて自立支援協議会でも議論し、それが自治体の障害者施策に
続いていくと考えた時に、この地域協議会連絡会議をきちんと市の機関として位置づけて
いくことは、大変重要であると感じています。 

どの課題も、すぐに解決できるものではないからこそ、しっかりと位置づける必要があ
ると思います。また、専門部会とも重なる課題、例えば、家族依存や 8050 世帯の課題、
防災対策等は、各区をまたいで住民の暮らしの中で繋がることであり、障害のある人の暮
らしに繋がっている課題なので、専門部会ともきちんと繋がっていけるように、そして、
議論が深まって、解決に向けての動きが作っていけるように、全体的な仕組み作りを改め
て検討していく必要があると考えています。 

地域協議会連絡会議の参加者は、基幹相談支援センターと本庁、各区支援課ですが、各
区の地域協議会は、様々な当事者や家族、事業所の声を吸い上げる場所になっていくの
で、より一層大事であると思ったのと、多岐にわたる地域課題と実態、課題を議論するこ
とになるので、やはり自立支援協議会も含めて、市がきちんと進捗管理していくことは、
ますます重要になっていくと、改めて１年間取り組んで思いました。以上です。 
 
（遅塚会長） 
 ありがとうございます。本当にその通りだと思います。市から発言はございますか。 
 
（事務局：障害福祉課） 
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 ご意見をいただき、ありがとうございました。いただいたご意見については、我々もし
っかりやらないといけないという認識でありますので、次年度に向けて、少しでも前向き
な取り組みに繋げていけるように頑張りたいと思います。 
 
（遅塚会長） 
 ありがとうございます。この議題は、大変重要な議題の 1 つかと思いますが、何か委員
の皆様からご意見はございますか。髙橋純子委員から、利用者代表の立場として、このよ
うな様々な課題が地域から上がってきていることについて、何かご意見をいただければと
思いますが、いかがですか。 
 
（髙橋純子委員） 
 私たちの親の会も、小学生から親御さんが 90 代という方までいらっしゃるのと、知的
障害に関しては、軽度と重度の方でかなり状況や困り事が違うということで、それぞれの
家族が抱えている課題は、大きく異なると思います。ですので、私たちも会として親がで
きることを、この課題の中から探り、例えば研修会を開いて呼びかけていく等、親の立場
からもできることはしていきたいと思っています。 
 
（遅塚会長） 
 ありがとうございます。皆様方から、この件について何かご意見等ございますか。本
来、自立支援協議会は、当初作られた時から地域の課題をそこに集約して解決方法を見つ
けていくということを目的として作られた機関ではありますが、さいたま市の場合は、あ
る意味少し特殊で、政令指定都市として言えば、都道府県の協議会のような位置づけもあ
るので、非常に現場の声を掴み取ることが難しく、それができていなかったという欠点が
ありました。 

それが今回、このような形で 10 区それぞれ話し合いをしていただいて、しっかりと集
約していただけることで、やっと地域と繋がる協議会になることが可能になったというこ
とで、この報告はとても大切で、本当はもう少し長時間かけて、やらなければならない部
分かなと思います。それが難しい以上、三石委員からもご提案ありました通り、どこで誰
が議論していくのかということを明確にした上で、年 3 回しかない協議会ではなく、着実
に進めていく、その進め方の進捗管理をしていくということで、相浦委員からも繰り返し
ご指摘いただいている PDCA サイクルを回していければと思います。 

ありがとうございました。 
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議題６「その他報告事項」 

（１）障害福祉分野における人材確保について 

（遅塚会長） 
それでは、議題６「その他報告事項」(1) 「障害福祉分野における人材確保について」、

事務局からご説明をお願いいたします。 
 
（事務局：障害政策課） 
 障害政策課青柳です。よろしくお願いします。資料６−１、令和７年度の人材確保に向
けた取り組みということで、説明をさせていただきます。資料では、令和 7 年度の取り組
みを一通り紹介しております。内容は、こちらをご覧頂ければと思います。今回、令和 7
年度の取り組みについて、ポイントが２つございます。 

１つ目は、若手人材の採用難に対する対策、2 つ目は、4 事業所 8 人の施設職員の方が
出演したショート動画、障害福祉チャンネルを活用した障害福祉の仕事魅力発信です。こ
の 2 つが今年度の我々の大きなテーマでした。 

 まず、例年、就職面談会を開催しているところですが、10 月 24 日の就職面談会の開催
の周知に当たり、9 月 18 日に浦和大学で、大学３年生、４年生向けにキャリアガイダンス
が開催され、そこに障害政策課の職員が２名行き、この障害福祉チャンネルの紹介と、全
編８人分は紹介できませんでしたが、動画の一部を学生にも見ていただきながら、この就
職面談会の周知を行いました。これをきっかけに、11 月 18 日に浦和大学の学内合同説明
会に参加できました。この際、埼玉県施設連絡会にご協力いただき、20 人の学生に施設の
魅力を知っていただく機会になりました。 

他に、12 月 6 日の市民の集いで、障害福祉チャンネルのトークセッション with 北図書
館というイベントを初めて開催しました。当日、市民の集いに参加している大学生・専門
学校生の学生ボランティア 41 名の方にお越しいただき、この動画を一緒に観ました。ま
た、この動画に出演していただいた 4 人の方に当日は来ていただき、今感じていることや
仕事を通して感じたこと、考えていること、将来のことなど、様々なことを語っていただ
く 45 分間のイベントを開催しました。 

これまで、学生の方に障害福祉の魅力を伝えることが難しかったのですが、いただいた
アンケートでは、イベントを通してやりがいを感じられるようになった、もしくは障害福
祉にマイナスのイメージを持っていたけれども、それが無くなって、少し働いてみたいと
感じたという、そのような学生の声があり、非常に反応が良かったです。 

昨年度までは、就職面談会を開催して、学生に来てもらおうという発想でした。しか
し、これは難しいようで、大学の就職課の方がガイダンスに来るように呼び掛けても、な
かなか来ないそうです。そのような中で、学生がたくさんいる所にこちらから出向いて行
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こうという発想の転換で、今回このようなイベントを行いました。おかげさまで、学生の
イメージが変わり、良い反応が得られました。 

次に、障害福祉チャンネルを活用した障害福祉の仕事魅力発信についてです。大村委員
のご尽力で、令和６年度に制作したショート動画を載せている障害福祉チャンネルを魅力
発信のためにいかに活用していくかというところで、我々は今回業務を行ってまいりまし
た。１つが、先ほど申し上げた浦和大学のキャリアダイガンスでの活用、そして市民の集
いで、障害福祉チャンネルトークセッション with 北図書館にも活用しました。ちなみに
「with 北図書館」とありますが、図書館と連携して、障害福祉の仕事に関する書籍を埼玉
市内の図書館から集めてもらい、ぜひ手に取って読んでみてくださいということで、集ま
った学生にお声がけをしました。 

図書館とは、例えばハローワークが連携して企業説明会をしたり、女性の活躍促進のイ
ベントをしたり、県立図書館とハローワークが連携したりして、ただ本の貸し借りだけで
はなく、様々な事業とコラボレーションをしています。このようなこともあり、今回図書
館のご協力を得たというところで、「with 北図書館」となっております。 

以上が、主な今年度の取り組みです。資料は用意しておりませんが、今年度の取り組み
を受けて、来年度の取り組みの方針が大きく２つございます。 

１つ目は、就職面談会で、より集客しやすい仕組みづくりです。今までは、4 月から 10
月くらいの間に 1 回と、1 月から 3 月の間で 1 回というところでしたが、4 月から 12 月は
人がなかなか集まりません。これは、障害分野だけでなく、埼玉県がやっている介護分野
の就職面談会も、大宮のレイボックホールで 6 月に開催して 6 人しか集まらなかったとい
う実態もあるようです。ですので、今まで年間２回行っていた就職面談会を、令和８年度
は、2 月、3 月にまとめて 2 回開催する形で考えております。また、ハローワークでのチ
ラシの配布や、商業施設でのポスター掲示も引き続き行っていきます。 

2 つ目は、若手人材の応募を促進する仕組みづくり、質の高い方の応募促進をしていく
ことです。大学の就職課の方に話を伺うと、福祉施設内に就職というのは、単に面談会に
行って就職を決めるというよりも、施設の見学をしたり、体験会に行ったりする中で現場
を知り、その後、面談会等に参加して就職を決めるというケースが多いとのことです。で
すので、来年度は、市内の各施設の見学会や体験会をやる機会がありましたら、そういっ
た施設の体験会の一覧を作成し、それをホームページで公開し、大学や養成校等、ハロー
ワークにも周知をしていきたいと考えております。 

また、大学養成校への就職講座に参加する等、今年度取り組んだことを引き続き実施し
ていきます。他に、施設連絡会にもご協力いただきたいと思いますので、その際はよろし
くお願いします。大学によっては、就職面談会が困難な所もあるようですが、できるだけ
アプローチをしていきたいと思っています。 

市民の集いでも初めて人材確保に関するイベントを開催しましたが、特に学生ボランテ
ィアを対象にどのようなイベントを開催できるかということを内部で検討を進めます。ご
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意見等ございましたら、お伺いできればと存じます。 
ここで、ショート動画の件ですが、先日３月 12 日に、大村委員のご厚意で事業所向け

に、動画撮影のノウハウを伝えるオンライン講座を開いていただき、８事業所に参加して
いただきました。今後も動画を制作する法人を増やし、その成果品を携えて、大学や専門
学校、就職面談会等へ PR に出向く機会を増やしていきたいと考えております。 

先ほどの議題の中にも、人材確保が喫緊の課題であるという話があったように、我々
も、市として、なかなか歩みを進められておりませんが、魅力の発信と報酬の引き上げと
いう両輪が、人材確保には必要ですので、引き続き努めてまいります。 
 
（遅塚会長） 
 ありがとうございます。ショート動画につきましては、大変お忙しい中、大村委員にご
尽力いただきまして、本当にありがとうございました。ただ今のご説明につきまして、ご
意見、あるいはご質問等ございますか。 
 
（髙橋純子委員） 

親の立場からすると、人材不足に関しては、この先も危機感を覚えております。周りで
も移動支援が使えないということや、親の活動に制限が出ているということもありますの
で、 すごく大事な課題だと思います。 

1 つ提案になりますが、さいたま市で、障害の子と健常の子を育ててきた中で、健常の
子が障害の子に触れる機会がとても減っていると感じます。支援学級や支援学校が増えた
関係もあると思います。そのような中で、専門学校や大学生というのは、すでに福祉の方
に進路が決まっている子が多いと思いますが、それよりもう少し低年齢へのアプローチが
必要だと思っています。中高生が障害や障害福祉に触れるとなると、今ならきょうだい児
との関係や、保護者が障害福祉施設で働いていること、他に未来くるワークでその障害施
設に行ったというようなことくらいです。学校で触れ合うとなると、支援級の子なので、
障害が軽めの子が多いかと思うのと、例えば視覚障害や聴覚障害の方と触れ合う機会は、
めったにないかと思います。 

その中で、障害福祉に関心を持つ機会が少ないと思います。夏休みに社会福祉協議会が
ボランティア体験をやっていると思いますが、それが一番触れ合いのきっかけになると思
っています。未来くるワークでも、例えば自分は少し障害福祉に興味があると思っていて
も、なかなか希望通りにはいきません。もしそのような人がいたら、自主的にボランティ
ア体験に応募してもらって、現場を知るというのは大事だと思います。夏休みのボランテ
ィア体験を見てみると、高齢者や子どもの方が多く感じます。また、障害であっても手話
体験のようなものが多いので、もし今、未来くるワークを受け入れている施設で、夏休み
のボランティア体験も受け入れられる所があれば、受け入れていただくのはどうかと思い
ました。 
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夏休みにボランティア体験をすると、資格証、参加証明書のようなものがもらえて、受
験に有利になるという理由で参加する中高生もいると思いますが、正直それでも良いと思
います。知ることが大事ですので、そのようなところから広げていくのはどうかというの
が１つ目です。 

２つ目が、先ほど施設一覧を作ったらどうかというお話がありましたが、次期障害者総
合支援計画のアンケートの中で、どのような募集で就職したかというような質問があり、
その中で事業所のホームページで就職したという方が 63 名いらっしゃったという記録が
あります。私は、障害福祉とは違う人材不足の業種関係を少しやっておりますが、そちら
では、取りまとめたサイトを作り、そこから各施設のホームページにアクセスできるよう
にしています。区ごとではなくて、最寄り駅で施設を選択できるようになっており、写真
を多めにして、外観や施設の中の写真をその時点で見ることができるようにし、そこから
さらに求人情報に繋げるというような取りまとめサイトを作っています。 

もし、一覧表を作るのであれば、ひと手間かかるかとは思いますが、工夫して見やすい
ようにしたらどうかと思いました。以上です。 
 
（遅塚会長） 
 非常に具体的なご提案いただきまして、ありがとうございます。事務局から、いかがで
ございますか。 
 
（事務局：障害政策課） 
 ありがとうございます。いただいたご意見、参考にさせていただきます。また改めて
色々と教えていただくかと思いますが、その時はよろしくお願いします。 
 
（遅塚会長） 
 ありがとうございます。何かご意見等ございますか。細かくやっていただいていること
は大変ありがたいのと同時に、やはり市としての姿勢というか、ぜひ事業化できなくても
頑張って進めるという、施策の方向性として市の見解を示すだけでも、とてもありがたい
と思いますので、ぜひご検討いただければと思っております。 
 

議題６「その他報告事項」 

（２）次期障害者総合支援計画策定に向けたアンケート結果について 

（遅塚会長） 
 続いて、議題６の(2)「次期障害者総合支援計画策定に向けたアンケート結果につい
て」、事務局から説明をお願いします。 
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（事務局：障害政策課） 
 障害政策課の久城と申します。よろしくお願いします。それでは、次期障害者総合支援
計画策定に向けたアンケート結果についてご報告いたします。前回の会議では、アンケー
トの概要をご説明しましたが、まず最終的な回収状況についてご報告いたします。 

資料 6―2「障害福祉アンケート調査結果」の３ページに、当事者向けアンケートの回収
状況を記載しています。最終的に有効回収数が 3,488 件、回収率が 55.4%となりまして、
前回調査よりも件数が増加しております。 

続きまして、97 ページです。こちらは事業所向けアンケートの回収状況を記載しており
ます。回収数は 396 件、回収率は 37.4%で、こちらも前回調査より件数が増加いたしまし
た。このアンケートは、利用ニーズ、事業者の受け入れ状況、課題を整理して、今後の施
策検討につなげることを目的としています。また、以前もご説明しました通り、障害者総
合支援法では、障害福祉計画を策定する際には、地域自立支援協議会の意見を聞くよう努
めることが定められております。今回、速報版としてアンケート結果をお送りしておりま
すが、量が膨大ですので、本日は事務局で整理した参考資料に沿ってご説明させていただ
きます。 

参考資料「アンケート結果からわかること」をご覧いただければと思います。こちら
は、障害者政策委員会や誰もが共に暮らすための市民会議で頂いたご意見をヒントに、事
務局で整理したものです。 

まず、１ページ目は、訪問系のサービスをまとめています。利用ニーズは非常に高いで
すが、ヘルパー不足により受け入れに余裕がないという事業所が多い結果となりました。 
居宅介護では、特に医療的ケアが必要な方、視覚障害のある方のニーズが高い状況です。 
一方、訪問系の事業所の 72.6%が医療的ケアの受け入れ態勢が無いと回答しており、医療
的ケアに対応できる認定ヘルパーの不足が現れています。同行援護では、ガイドヘルパー
の不足が明確になっています。次に、行動援護・移動支援では、強度行動障害の方のニー
ズが高いものの、希望日に利用できないといった回答が多く、ここでも人材不足が影響し
ています。 

次に、２ページ目は、夜間を含む生活支援サービスをまとめています。まず、短期入所
（ショートステイ）です。重度の方のニーズが非常に高い一方で、平均利用率 96.1%とほ
ぼ満床の状況です。特に、重度知的障害、強度行動障害に対応できるショートステイの不
足が課題となっています。 

次に、施設入所支援です。地域移行が進む中でも、重度障害、強度行動障害の方は、一
定数が施設入所を希望している状況が確認されました。 

次に、グループホームです。重度知的障害、精神科長期入院患者、強度行動障害の方を
中心にニーズが高い状況です 一方で、対応できるグループホームが見つからないとの声
が多く、特に親なき後を見据えた不安が背景にあると考えられます。営利法人、非営利法
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人の違いをクロス集計したところ、大きな差はありませんでしたが、１点、利用者の権利
擁護に向けた取り組みへの姿勢に差が見られました。利用者、家族対応に強い非営利法人
と、職員ケアに重きを置く営利法人という傾向が見られ、家族が安心できる信頼性の高い
グループホームの確保が重要と言えます。また、両方について取り組んでいる法人もある
ため、良い取り組みの横展開が有効ではないかと考えられます。 

３ページ目は、日中活動系のサービスをまとめています。就労系サービスでは、重度精
神障害のある方のニーズ、就労意欲は高いことが分かりました。しかし、実際には精神障
害１、２級の方の約半数が自宅で過ごしているという状況があります。一方で、事業所側
は、受け入れの余裕がある所が多く、ニーズがサービス利用に繋がらない要因の分析が必
要な状況ではないかと考えています。今後、重度精神障害を受け入れている事業所への仕
事内容や対応策等のヒアリングが有効なのではないかと考えます。 

４ページ目は、児童を対象としたサービスです。まず、児童発達支援、放課後等デイサ
ービスです。定員超過により、受け入れを断る事業所がある一方で、受け入れ余裕のある
事業所もあり、サービス内容によって利用ニーズが偏っている可能性があります。また、
利用しすぎによる子どもの負担が大きくなるという点も考慮が必要です。次に、保育所等
訪問支援です。園や学校に対する要望や支援ニーズが高い一方で、訪問支援の利用ニーズ
は低いというギャップがあり、制度の認知不足なのか、サービスへの期待値の低さなの
か、そういったものが背景にあると考えられます。次に、障害児相談支援です。さいたま
市のセルフプラン率は 62.4%の高い状況ですが、希望によるものと空きが無くやむを得ず
の両方が含まれると思います。地域協議会からは、望まないセルフプランは子どもの負担
等に繋がるというご指摘がありましたが、相談支援体制の強化が必要であると考えます。 

これらの結果を踏まえて、今後の障害福祉計画の策定において、サービスの見込み量を
設定し、サービス確保の対策を検討してまいります。こちらのアンケート結果は、別の視
点や角度から見ますと、異なる捉え方もあるかと思います。皆様から忌憚のないご意見を
いただけますと幸いです。説明は以上となります。よろしくお願いいたします。 
 
（遅塚会長） 
 膨大なアンケート結果を分かりやすくまとめていただきまして、大変ありがとうござい
ます。 皆様方から何かご質問、ご意見等ございますか。 
 
（大村委員） 
 詳細に分析結果をまとめてくださり、ありがとうございました。ここに書かれているデ
ータの読み解き方は、おそらくそれほど違和感がない形であると、私の方では拝見をして
おりました。 

質問ですが、課題として現れたものを、結局、計画としてどう位置付けるのかですと
か、課題の解決の仕方はどのように考えていくのかというのが少し気になるところです。
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例えば、先ほど岸端さんからの説明もありましたが、ヘルパーが不足しているというの
は、この協議会の中でもかなり前から話が出ていると思います。不足をしていると言い続
けても不足しているままなので、どうやってヘルパーを確保できたのかというようなこと
を共有したり、こうやったらうまくいきますよという実践ストーリーのようなものを考え
たりしていく必要があると思います。 

つまり、できないことをできないと言い続けるのではなく、できるための方略や方策 
の可能性をどうやって見つけていくのかということや、そのことに向けてどうやって知恵
を絞っていくのかというのは、私はとても大事なことだと思っています。そして、それは
一体どこの場でするのか、ということをお聞きしたいです。 

今、ヘルパー不足で言うと、例えば、障害のある当事者の方発信で、自分がヘルパーを
必要であると周りに発信していってもらうというようなことや、そのために必要なヘルパ
ーの養成研修があるのであれば、そちらに繋いでいくということも含めて、おそらく、ヘ
ルパーの方を事業所ベースで見つけていくという発想だと、そこに人材が流れていかず、
どうやってもうまくいかないのは分かっていますので、そこをどう解決するのかという議
論が、私は必要なのではないかと考えています。そういったところをどこで議論して良い
のかが分からないので、お尋ねしたいです。以上です。 
 
（遅塚会長） 
 ありがとうございます。ここで抽出された課題をどのように計画に反映させていくのか
ということと、具体的な方策の検討はどこでやるのかというようなことかと思います。事
務局、いかがでしょうか。 
 
（事務局：障害政策課） 
 障害政策課の荒木でございます。今、ご指摘いただいたご意見ですが、基本的に、アン
ケートで浮き出てきた課題について解決策を検討する場というのは、政策委員会の場にな
ってくるかと思います。具体的に、例としておっしゃっていただいたヘルバー不足を解決
するような施策については、養成研修を開いたり、補助金を支出したり、といった政策が
考えられるところではありますが、そういった具体的な政策についても、政策委員会で議
論する内容になってくるかと思います。 

併せて、自立支援協議会でやることを考えるとしたら、ヘルパー不足を解消した好事例
を情報共有していただくようなことも１つ考えられるかと思ったところです。 
 
（大村委員） 
 すぐ具体的にこういう政策を立てますという段階までは、まだいっていないのかなと思
って伺っていました。逆に言うと、ヘルパー不足に対する対策を考えたり、検討したりす
るスキームや枠組みをまず作っていただくところから、計画に記載していただくことにな
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るのかなと思いました。具体的にすぐ何かをやるということではなく、そのような枠組み
作りが必要だと思いましたので、発言いたしました。以上です。 
 
（遅塚会長） 
 ありがとうございます。 他に、いかがでしょうか。 
 
（酒井委員） 
 私も今の大村委員と少し重なりますが、必要としているサービスは、このアンケートの
中からもう明らかになってくるかと思います。例えば、全体的に重度の人、障害が重い人
たちを、日中でも暮らしの場でも受け止める所が、やはり不足しているというのは明らだ
と思います。これについて、ただ数値目標を上げるだけでは、なかなか進まないかと思う
ので、障害の重い人たちを受け入れられるショートステイやグループホームも含めて、そ
ういうものを政策として考えていく必要があるのではないかと思います。おそらく、それ
が今後政策委員会で議論しなければならないところだと思いますので、ぜひ、色々と知恵
を出し合い、本当に必要なものが増えていくように議論ができればと思いました。 
 
（事務局：障害政策課） 
 ありがとうございます。まさに今、ご指摘いただいた通りでございまして、課題はある
程度はっきり見えてきたところですので、重度の方を受け入れるための政策は、市でもい
くつかやらせていただいているところもありますが、引き続きこちらの視点が必要だとい
うことを、政策委員会の場でも議論していきたいと考えております。 
 
（遅塚会長） 
 他に、ご意見等ございますか。政策委員会側からの貴重な情報提供でございますので、
自立支援協議会でも受け止めて、できるだけ具体的なアイデアをこちらでも出していけれ
ばと思っております。また、先ほどご指摘がありましたように、10 区から上がってきてい
る課題や、その解決の方向性等も、何らかの機会で政策委員会に提供できるようにご検討
いただければと思っております。 
 

議題６「その他報告事項」 

（３）障害者生活支援センター及び基幹相談支援センターについて 

（遅塚会長） 
 それでは続いて、議題６「その他報告事項」の（３）「障害者生活支援センター及び基
幹相談支援センターについて」、事務局からご説明をお願いいたします。 
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（事務局：障害福祉課） 
 それでは最後の議題になります。議題の６(3)「障害者生活支援センター及び基幹相談支
援センターについて」のご報告でございます。資料は 6―3 をご覧ください。 

本市では、今年度までに市内全 10 区に基幹相談支援センターおよび地域協議会を段階
的に設置することとしておりまして、今年度 9 区目、10 区目ということで、大宮区と緑区
に基幹相談支援センターと地域協議会を設置したところでございます。本日、すでに何度
も話題には上がっておりますけれども、改めてのご報告ということになります。 

説明は以上でございます。 
 
（遅塚会長） 
 ありがとうございます。一言で言うと、これでさいたま市は 10 区全て体制が揃ったと
いうことになります。市でも政策や事業を提案していくにあたって、全区が揃っている状
況で検討もしやすいかと思いますので、ぜひよろしくお願いしたいと思います。何かご質
問等ございますか。よろしいでしょうか。 

これで決められた議事は以上となります。事務局にお返しします。 
 
（事務局：障害福祉課） 
 本日は長時間にわたり貴重なご意見を頂戴いたしまして、誠にありがとうございまし
た。 

今年度の協議会は、今回で終了となります。委員の任期は２年間となっておりますの
で、人事異動等がない限りは、来年度も同じメンバーで協議を進めていくことになります
ので、引き続きどうぞよろしくお願いいたします。 

また、来年度のスケジュールは、後日ご連絡させていただきます。 
事務局からは以上です。 
 

（遅塚会長） 
 それでは、以上をもちまして、「令和７年度第３回さいたま市地域自立支援協議会」を
閉会とさせていただきます。委員の皆様には会の進行にご協力いただき、誠にありがとう
ございました。 
 


